（様式１）

予算要求資料
平成２９年度当初予算　　　支出科目　款：商工費　項：観光費　目：観光開発費　　　
	事業名　「日本版ＤＭＯ」人材育成推進事業費


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

　　　　　　　商工労働部　観光企画課　観光企画係　電話番号：058-272-1111（内3057）

　　　　　　　　                        E-mail： c11334@pref.gifu.lg.jp
１　事業費　　　5,000千円（前年度予算額：    0千円）
＜財源内訳＞　
	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財産収入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	前年度
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0

	要求額
	5,000
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	5,000

	決定額
	
	
	
	
	
	
	
	
	


２　要求内容
（１）要求の趣旨（現状と課題）
　地方創生に向けた観光振興の重要な柱として、国は「日本版ＤＭＯ（Destination /Manegement Marketing/Organization）」の形成・確立を積極的に進めている。日本版ＤＭＯは、国が形成・確立に向け意欲的に取り組む団体を「日本版ＤＭＯ候補法人」として登録する制度を設けている。（県内：４団体が登録済）。候補法人に対しては、国は交付金による予算措置、をはじめ様々支援を設けており、県内の市町村には形成・確立が進むことが望ましいが、進んでいないのが現状である。要因としては、日本版ＤＭＯには、地域の現状を的確に把握し、課題抽出する「マーケティング」機能、観光産業、農林水産業などの事業者が１つの場に集まり課題を共有する「場」の機能、観光経済波及効果を効果的かつ効率的に拡大を図っていく「高速ＰＤＣＡを廻してく」機能が求められているが人材が不足していることが挙げられる。

　候補法人登録を進めるかは各市町村、観光振興団体の判断によるが、県が進める観光産業の基幹産業化には、登録有無に関わらず日本版ＤＭＯが求めている機能を各市町村の観光関連団体等が有し、各地域の特性にあった効果的な観光振興を進めていくことは非常に重要である。そこで、県ではこれらの機能を有するため必要な知識を有する人材の育成進めるために必要な施策を行っていく。
≪岐阜県内の日本版ＤＭＯ候補法人≫

　・地域ＤＭＯ：ＮＰＯ法人大垣観光協会、（一社）下呂温泉観光協会
　　　　　　　 （一社）飛騨高山観光コンベンションビュー
　・地域連携ＤＭＯ：ＮＰＯ法人ＯＲＧＡＮ
（２）事業内容
①座学研修
・上級編：昨年度受講者及び候補法人向けカリキュラム（全10回）
・初級編：未受講者向けのカリキュラム（全6回）
②セミナーの開催【全２回】
国の動向、県内、他県の動きについて理解を深める場として開催する。
※行政、観光関連団体以外に、学生、一般県民も対象にする
（３）県負担・補助率の考え方

県全体を対象にしており、県負担は妥当。
（４）類似事業の有無　無
３　事業費の積算内訳
	事業内容
	金額
	事業内容の詳細

	委託料
	5,000
	事業に関する委託経費

	合計
	5,000
	


	　決定額の考え方　




４　参考事項
（１）各種計画での位置づけ
　　岐阜県長期構想
　　　Ⅰ　安心して暮らせるふるさと岐阜県づくり

　　　　１　高齢者の介護や見守りの体制を整える

　　　　３　障がいのある人が個性を発揮して暮らせる地域をつくる

　　　Ⅱ　ふるさと岐阜県の資源を活かした活力づくり
　　　　３　地域の魅力を高め、観光交流を拡大し、消費を増やす
　　岐阜県観光振興プラン
（２）国・他県の状況
　　　特になし
（３）後年度の財政負担
　平成３０年度までとする。
事業評価調書
	■  新規要求事業　

	□  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	・何をいつまでにどのような状態にしたいのか県内の観光資源や旅行プランを積極的にＰＲすることで、観光入込客、宿泊客を増やし、観光消費額の増大を図る。

第１ステージ(H20-H24）観光資源の掘り起こしとブランディング<点の拡大>

第２ステージ（H25-H29）宿泊滞在型観光の本格展開　　　　    <点から線へ>

第３ステージ（H30-   ）岐阜ならではの宿泊滞在型観光の定番化<線から面へ>


（目標の達成度を示す指標と実績）
	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
	目　標
	達成率

	観光消費額


	－億円
（H  ）
	2,460億円
（H24）
	2,659億円
（H25）
	2,694億円
（H26）
	3,000億円
（H29）
	89.8％


	観光入込客数


	－万人

（H  ）
	3,619万人

（H24）
	3,844万人

（H25）
	3,686万人

（H26）
	4,500万人

（H29）
	81.9％

	宿泊客数

（延べ人数）
	－万人

（H  ）
	  583万人

（H24）
	  604万人

（H25）
	  610万人

（H26）
	 660万人

（H29）
	92.4％



※平成23年度から集計方法を変更したため、それ以前の結果とは比較不可能
○指標を設定することができない場合の理由
	


（前年度の取組）

	・日本版ＤＭＯ人材研修、特別セミナーを開催した。
　人材研修    　：１０回（座学研修９回、現地視察１回）

　特別セミナー　：２回


（前年度の成果）

	人材研修、特別セミナーを通じて、日本版ＤＭＯ形成・確立の支援を行うことができた。
・日本版ＤＭＯ候補法人登録数：０⇒４


	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）

○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)

○

	日本版ＤＭＯの形成・確立は国が積極的に進めており、県内の市町村、観光関連団体も非常に関心が高く、県に対して研修等を通じた形成・確立支援を求める声があり、県の関与は妥当である。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）

○

	昨年度も研修受講団体が、受講内容を踏まえて新たな取り組み（観光マーケティング調査、旅行商品開発）を行っている。また、複数の地域が日本版ＤＭＯ候補法人登録に向けた検討を進めており、事業の成果は上がっている。

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)

○

	日本版ＤＭＯが有するべき機能にいて絞った研修を通じた底上げを行っており、効率的である。


（今後の課題）

	・新たな候補法人登録に向けた効果的な支援の実施
・到達度に応じた効果的な研修カリキュラムの確立

・「研修⇒実践」を通した地域独自の観光地域づくりの加速化


（次年度の方向性）
	次年度を最終年として

引き続き研修と支援事業を組み合わせた事業展開を進め、事業終了後までに
県独自の「日本版ＤＭＯ形成・確立支援マニュアル」を策定する。



